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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が堅調に推移するなど、一部に明るい動

きがみられる。公共投資は基調としては前年を上回っている。住宅投資は持ち直している。

輸出は、アジアや大洋州、米国向けが増加している。

生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は特殊要因により負債総額が大幅に増加したが、件数は減少してい

る。
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①個人消費～一部に明るい動き

３月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋２．２％）は、２か月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比＋２．３％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を上回った。スーパー（同＋２．２％）

は、衣料品が前年を下回ったが、飲食料品や

身の回り品などが前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．１％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

②住宅投資～２か月ぶりの増加

３月の新設住宅着工戸数は、２，５３６戸（前

年比＋４５．８％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋３８．４％）、

分譲（同＋１９２．８％）、持家（同＋１０．２％）い

ずれも前年を上回った。

平成２４年度累計では、３５，５２３戸（前年度比

＋１２．５％）と３年連続で増加した。利用関係

別では、貸家（同＋１９．１％）、分譲（同

＋１７．０％）、持家（同＋２．４％）いずれも前年

度を上回った。
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③鉱工業生産～３か月ぶりに低下

３月の鉱工業生産指数は９０．９（前月比

▲１．５％）と３か月ぶりに低下し、前年比

（原指数）では▲６．７％と１０か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

窯業・土石製品工業など６業種が上昇した

が、金属製品工業、一般機械工業など１０業種

が低下した。

④公共投資～３か月ぶりの減少

３月の公共工事請負金額は、７１４億円（前

年比▲３１．５％）と３か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、北海道（同＋６．０％）や市

町村（同＋１６．８％）が前年を上回ったが、国

（同▲４２．４％）などが前年を下回った。

平成２４年度累計では、請負金額７，７６４億円

（前年度比＋３．６％）と３年ぶりに前年度を上

回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動きが続く

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．６５倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．１１ポイント上昇した。前年比は３８か月

連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比５．１％の増加とな

り、３８か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１０．２％）、卸売

業・小売業（同＋７．５％）、建設業（同

＋１１．８％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～１３か月連続で前年を上回る

３月の来道客数は、９０８千人（前年比

＋１．９％）と１３か月連続で前年を上回った。

平成２４年度累計では１１，６５４千人と前年度を

８．７％上回った。

３月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ５．４％増加した。平成２４年度累計では、前

年度に比べ９．９％増加した。

⑦貿易動向～輸出、輸入とも４か月連続増加

３月の道内貿易額は、輸出が前年比３１．１％

増の４７６億円、輸入が同５．０％増の１，６４６億円

となった。

輸出は一般機械や自動車の部分品、化学製

品などが増加し、４か月連続で前年を上回っ

た。輸入は原油及び粗油などが増加し、４か

月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

４月の企業倒産は、件数が３１件（前年比

▲２４．４％）、負債総額が５，１４５億円（同

＋８，０７９．６％）となった。負債総額の大幅増

加は特殊要因（５，０６１億円）によるもので、

これを差し引くと８４億円（同＋３３．５％）とな

る。件数は６か月連続で前年を下回ったが、

負債総額は５か月連続で前年を上回った。

業種別では、建設業が１０件、製造業が５件

などとなった。

道内経済の動き
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（マイナス２３、「過剰

企業の割合」－「不足企業の割合」）は

前年同期より１６ポイント低下し、平成５

年（マイナス２１）以来の低水準となり、

人手不足感が一段と増している。

２．新規採用状況

今春に「新卒者を採用した企業」

（４５％）は前年より６ポイント上昇し、

平成８年（４８％）以来の高水準となっ

た。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（プラス２６、「増員する企

業の割合」－「減員する企業の割合」）

は前年同期より２０ポイント上昇し、人員

確保の動きが強い。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
平成２５年度の新規採用と雇用動向について

判断時点
平成２５年４月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４０ １００．０％
札幌市 １７６ ４０．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９８ ２２．２
道 南 ３３ ７．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６８ １５．５ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６０ ４４０ ６６．７％
製 造 業 １７１ １１３ ６６．１
食 料 品 ５６ ３４ ６０．７
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２１ ６７．７
鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２５ ６５．８
非 製 造 業 ４８９ ３２７ ６６．９
建 設 業 １３０ ９２ ７０．８
卸 売 業 ８８ ６０ ６８．２
小 売 業 ９６ ５９ ６１．５
運 輸 業 ５３ ３４ ６４．２
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２３ ７９．３
その他の非製造業 ９３ ５９ ６３．４

特別調査

人手不足感、一段と増す
平成２５年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項
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雇用人員判断DI（左目盛） 

新規採用企業（右目盛） 

〈表１〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感
「不足」企業（２９％）が「過剰」企業（６％）を上回る。建設業
（△３５）、運輸業（△３２）などで不足感強い

�新規採用状況
採用企業（４５％）は前年比６ポイント上昇。「採用数増加」企業は
２７％、「採用数減少」企業は１１％

�新規採用内定者の評価 「良い人材を採用できた」企業（５４％）は前年比８ポイント上昇

�採用予定人数に対しての充足率 「予定通り」の企業（７８％）が８割弱

�採用する際の重視項目 「積極性」（７８％）、「責任感」（７６％）、協調性（７１％）の順

�企業の新規採用決定要因
「年齢構成の改善」（５１％）がトップ、「人手不足への備え」
（４２％）は前年比８ポイント上昇

�新規採用実施企業の中途採用計画
（４５％、１９８社）

「必要あれば実施」（７１％）が前年比９ポイント上昇

	新規採用しなかった企業の理由
（５５％、２４２社）

「随時、中途採用」（５４％）が前年比１０ポイント上昇、「現従業員
で十分」（４２％）は１３ポイント低下


今後一年間の従業員の増減見通し ホテル・旅館業（ゼロ）を除く９業種で人員確保の動き

＜図１＞従業員の過不足感と新規採用状況

特別調査
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＜図2＞従業員の過不足感 
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＜図3＞新規採用状況 
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前年 
採用企業 

前年 
採用企業 

前年 
採用企業 

39

35

35

50

36

39

39

35

45

21

58

36

39
27 7

45

11

28 6

47
53

13 26 7

44
56

11
製 造 業 非製造業 

食 料 品  建 設 業 

卸 売 業 

小 売 業 

運 輸 業 

ホテル・旅館 

木材・木製品 

鉄鋼・金属 
製品・機械 

その他の 
製 造 業 

採用した その他の 
非製造業 

採用しない 

採用数を増やした 

採用数は変わらない 

採用数を減らした 

26 9

35
65

19 14

33
67

25 12

59
41

22

43 13

60
40

4

34

52
48

11 7

29 5

41
59

7

21 8

40
60

11

15 93

27
73

28

52
48

5 19

22 7

47
53

18

 

55
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ５４
（４６）

４７
（３４）

６４
（２５）

１７
（６７）

３２
（４０）

６９
（１１）

５７
（５０）

５５
（５４）

４１
（４３）

５９
（４４）

５６
（３３）

４５
（６４）

７５
（５２）

�従来と変わらない ４２
（５２）

５１
（６６）

２７
（７５）

８３
（３３）

６８
（６０）

３１
（８９）

３８
（４７）

３８
（４０）

５４
（５２）

３２
（５６）

４４
（５０）

５５
（３６）

２１
（４８）

�良い人材を採用できず ４
（２）

２
（－）

９
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

５
（３）

７
（６）

５
（５）

９
（－）

－
（１７）

－
（－）

４
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�予定どおり ７８
（７９）

９０
（８３）

８４
（７３）

１００
（１００）

９０
（７９）

９３
（８９）

７３
（７８）

７１
（８５）

８２
（８５）

８０
（８２）

３４
（１００）

８３
（６０）

７５
（５９）

�９割台 ５ － － － － － ６ ５ － １０ ２２ － ９

�７～８割台 １０ ４ ８ － － ７ １２ １１ １８ １０ ２２ １７ ４

�５～６割台 ２ ２ － － ５ － ２ ４ － － － － ４

�３～４割台 ２ ４ ８ － ５ － ２ ２ － － １１ － －

�１～２割台 １ － － － － － ２ － － － １１ － ４

�１割未満 ２ － － － － － ３ ７ － － － － ４

〈表２〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

（ ）内は前年実績

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�積極性
①
７８
（８２）

①
８０
（８５）

②
７５
（９２）

②
８６
（７５）

③
６８
（８１）

①
１００
（９１）

②
７７
（８１）

①
８３
（８７）

②
７８
（８８）

②
７０
（８３）

①
８９
（７１）

②
７５
（７３）

③
６９
（７１）

�責任感
②
７６
（７３）

③
７３
（７５）

③
５８
（６７）

②
８６
（７５）

①
７９
（８８）

③
６９
（６４）

①
７８
（７３）

③
７０
（７８）

①
８３
（６８）

①
７８
（７２）

③
７８
（８６）

①
８３
（７３）

①
８５
（６７）

�協調性
③
７１
（６６）

②
７５
（７２）

③
５８
（７５）

②
８６
（７５）

②
７４
（５６）

②
８５
（９１）

③
７０
（６４）

②
７５
（７３）

②
７８
（５６）

３９
（４８）

①
８９
（８６）

②
７５
（７３）

②
７３
（６７）

�誠実性 ６５
（６５）

６９
（７０）

①
９２
（８３）

①
１００
（６３）

③
６８
（６３）

３１
（７３）

６４
（６３）

６６
（６０）

④
６５
（７６）

③
５２
（５５）

６７
（４３）

④
６７
（７３）

③
６９
（６７）

�コミュニケーション能
力 ５０

（４８）
４１
（４３）

２５
（５８）

４３
（３８）

４２
（２５）

５４
（５５）

５３
（５０）

４０
（４１）

６１
（４８）

４８
（６２）

５６
（２９）

④
６７
（７３）

６５
（５０）

�一般常識 ４１
（４７）

４１
（４３）

２５
（５０）

２９
（３８）

５３
（４４）

４６
（３６）

４１
（４８）

４３
（３５）

４８
（５２）

２６
（３８）

２２
（５７）

５０
（９１）

４６
（５４）

�自立性 ２３
（２４）

２０
（１７）

１７
（８）

２９
（２５）

２６
（１９）

８
（１８）

２４
（２７）

２３
（２７）

３９
（４０）

１７
（３１）

１１
（２９）

２５
（１８）

２３
（１３）

	専門知識 １６
（１８）

１２
（１９）

８
（８）

１４
（３８）

１６
（１９）

８
（１８）

１８
（１７）

２８
（３０）

１３
（８）

１３
（１０）

－
（１４）

８
（９）

１９
（２１）


地元出身者である ９
（９）

１４
（１１）

１７
（１７）

２９
（１３）

１１
（６）

８
（９）

７
（８）

１１
（１１）

９
（８）

９
（３）

－
（１４）

８
（９）

－
（８）

�公的資格がある ７
（７）

２
（２）

－
（－）

－
（－）

５
（６）

－
（－）

９
（８）

９
（１４）

４
（－）

９
（３）

１１
（－）

－
（－）

１９
（２１）

�学業成績 ７
（８）

４
（４）

－
（８）

－
（－）

５
（６）

８
（－）

８
（９）

１１
（１１）

９
（８）

１７
（２１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

リーダーシップ ６
（１１）

１０
（６）

８
（８）

１４
（１３）

５
（－）

１５
（９）

５
（１２）

－
（１６）

９
（４）

１３
（２１）

－
（１４）

８
（９）

４
（４）

�その他 ２
（２）

－
（２）

－
（８）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

２
（２）

２
（－）

４
（４）

４
（３）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

〈表４〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�年齢構成の改善を図
る

①
５１
（５４）

①
４７
（５８）

１８
（６４）

③
２９
（２２）

②
５０
（６５）

①
７７
（６７）

①
５３
（５３）

①
６７
（６０）

①
５２
（５４）

①
４４
（５８）

②
３３
（４０）

③
３３
（２５）

①
５２
（４８）

�将来の人手不足に備
える

②
４２
（３４）

③
３７
（３３）

③
３６
（１４）

１４
（５６）

①
５５
（４１）

２３
（２５）

②
４４
（３４）

①
６７
（４３）

２６
（２３）

２６
（３３）

①
６７
（６０）

①
５８
（２５）

１９
（３２）

�業績の推移を重視
③
３７
（４１）

３５
（４４）

１８
（４３）

③
２９
（４４）

③
３５
（４７）

②
５４
（４２）

③
３８
（４０）

③
３８
（５０）

③
３９
（３１）

②
３９
（３９）

２２
（－）

②
４２
（５０）

③
４１
（３６）

�生産販売部門の強化
を図る ２９

（２５）

②
３９
（４０）

③
３６
（４３）

①
７１
（４４）

２５
（２９）

③
４６
（５０）

２５
（１９）

１５
（１３）

①
５２
（４２）

③
３０
（１８）

－
（－）

８
（８）

３０
（１６）

�人材確保の好機であ
る ２９

（３０）
２８
（１９）

③
３６
（１４）

③
２９
（２２）

３０
（１８）

１５
（２５）

２９
（３４）

２１
（２５）

３５
（４２）

２６
（４２）

２２
（２０）

２５
（４２）

②
４４
（２８）

�退職者の補充にとど
める ２３

（２２）
２９
（１７）

①
４６
（３６）

②
４３
（１１）

２５
（１２）

１５
（８）

２０
（２４）

１９
（２０）

２６
（１９）

１３
（２７）

②
３３
（２０）

２５
（４２）

１９
（２４）

�事業の拡大を図る １７
（１８）

１４
（１４）

①
４６
（１４）

１４
（２２）

５
（６）

－
（１７）

１８
（１９）

１０
（１８）

２２
（１９）

③
３０
（２１）

１１
（２０）

１７
（８）

２２
（２４）

	景気動向を重視 １６
（１３）

１６
（１２）

９
（７）

－
（１１）

２０
（６）

２３
（２５）

１６
（１４）

２７
（１８）

９
（４）

９
（１５）

２２
（－）

１７
（３３）

７
（８）


その他 １
（２）

２
（２）

９
（７）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１
（２）

－
（３）

－
（－）

－
（３）

－
（－）

８
（－）

－
（４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

７１
（６２）

７０
（６１）

７３
（６７）

７１
（５７）

７０
（６０）

６７
（５６）

７２
（６２）

７３
（５９）

５０
（６７）

７８
（６６）

８９
（４０）

７５
（７３）

７８
（５９）

�中途採用はしない ７
（１０）

－
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（７）

－
（－）

９
（１３）

６
（１５）

１７
（１９）

１８
（１７）

－
（－）

８
（－）

４
（５）

�未定 ２２
（２８）

３０
（３７）

２７
（３３）

２９
（４３）

３０
（３３）

３３
（４４）

１９
（２５）

２１
（２６）

３３
（１４）

４
（１７）

１１
（６０）

１７
（２７）

１８
（３６）

〈表５〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表６〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は前年実績

特別調査

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２０３／本文　※柱に注意！／００４～０１０　特別調査  2013.05.17 17.53.51  Page 9 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
①
５４
（４４）

①
４７
（３７）

①
５９
（４２）

①
４６
（２５）

②
３１
（４３）

②
４０
（３３）

①
５６
（４６）

①
５２
（４１）

②
５３
（３９）

②
４４
（５４）

①
７６
（６１）

②
４０
（２５）

①
６６
（５０）

�現従業員で十分
②
４２
（５５）

②
４１
（５７）

③
４１
（５８）

②
３１
（５８）

①
４６
（５７）

①
５０
（５３）

②
４３
（５５）

②
３２
（５３）

①
５６
（７１）

①
５０
（４６）

②
４０
（６５）

①
５０
（６３）

②
３４
（４２）

�パート・アルバイトを
活用する

③
２０
（１９）

③
２９
（２５）

②
４６
（２５）

２３
（１７）

③
１５
（２１）

③
２０
（３３）

③
１７
（１７）

１１
（５）

３
（１７）

③
３８
（３４）

８
（－）

③
３０
（３８）

③
１９
（２４）

�採用する余裕がない １２
（１８）

１２
（１７）

－
（８）

②
３１
（２５）

８
（２９）

③
２０
（１３）

１２
（１９）

１８
（２７）

９
（２０）

１２
（１１）

４
（９）

１０
（２５）

１３
（１６）

�教育・訓練に時間がか
かる １１

（１２）
１０
（１２）

９
（８）

１５
（－）

８
（２１）

１０
（２０）

１２
（１２）

③
２３
（１７）

６
（２）

６
（１４）

１２
（９）

２０
（１３）

６
（１６）

�募集したが、人材がい
なかった ７

（４）
７
（３）

５
（４）

８
（－）

８
（７）

１０
（－）

７
（４）

１４
（７）

３
（２）

６
（３）

－
（－）

１０
（－）

９
（８）

�その他 ２
（２）

２
（６）

－
（８）

－
（８）

－
（－）

１０
（７）

２
（１）

－
（－）

３
（－）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

６
（３）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

	増加する ３２ ３０ ３０ １５ ３０ ４０ ３３ ４１ ２６ ２８ ３６ ９ ４０


変わらない ６２ ６７ ６７ ８０ ７０ ５６ ６０ ５５ ６７ ６３ ４９ ８２ ５５

�減少する ６ ３ ３ ５ － ４ ７ ４ ７ ９ １５ ９ ５

雇用方針DI（A－C） ２６ ２７ ２７ １０ ３０ ３６ ２６ ３７ １９ １９ ２１ ０ ３５

前年同時期DI ６ １３ １５ １５ ２３ △８ ５ ０ １ ２ １０ ５ １４

〈表７〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表８〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）

特別調査
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道内企業の新規採用に対する姿勢は、より前向きに変わってきています。継続雇用制度の

実施により採用を見送る企業も見られましたが、全般的には若年層の定着率が低いことや人

手不足感の強まりを反映し、新規採用を実施した企業は４割台半ばに達しました。年齢構成

の改善や技術承継など将来を見据え、人材を確保する企業が増加しています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜乳製品製造業＞ グループ全体で合理化を

進める必要があるが、定年退職年齢に達する

者が少なく、退職予定者を見ながら計画的に

新規採用を行うことは難しい。退職者の補充

が中心で、その時期により中途採用で対応せ

ざるを得ない。

＜水産加工業＞ 最近は１～２年で退職を希

望する者が増加しているため、長期間勤めて

もらえる人を採用したい。

＜水産加工業＞ 国内の経営環境はかなり厳

しく、海外展開も模索しなければならないた

め、今後は定期的な採用も必要になりそう

だ。

＜木製品製造業＞ 技術者の養成に１０年近く

かかることを思えば、毎年若い人を採用しな

ければならない。しかし消費税増税も控えて

おり、今年度は様子を見る。同業者の廃業も

あり、技術者の中途採用もあわせて考えた

い。

＜金属加工処理業＞ 自社の年齢構成や今後

の事業展開を勘案して新規採用を検討してい

るが、余剰人員が出ないよう配慮する。

＜機械製造業＞ 定年後再雇用制度の実施で

従業員の増員は難しく、新卒者の採用を見

送っている。

＜輸送用機械製造業＞ 正社員の採用を最低

限にとどめ、アルバイト・派遣で補ってきた

が、定着率が悪く、適切に管理・指導できる

社員も足りない。生産体制維持と効率性向上

のため、正社員増員を検討している。

＜金属製品製造業＞ 昨年より新規採用を試

みているが、短期間で辞めていくのが現状

で、中小企業の人材集めの困難さを実感し

た。今年度は採用に時間をかけた結果、成長

が見込めそうな人材を３人確保できた。今年

の設備投資に向けて新人育成に力を入れる。

＜金物製造業＞ 防災工事や新幹線関連に関

わる需要が出ており、製造工場の要員は不足

気味だが、今後の見通しが不透明であること

から新規採用には至っていない。

＜肥料製造業＞ 生産現場での退職人員の補

充が基本となるため、即戦力を期待し、中途

採用が多い。

＜飼料製造業＞ 業種柄新卒者の採用は馴染

まず、危険物取扱などの有資格者を中途採用

し即戦力として働いてもらう。

経営のポイント

将来的な視点にたった人材確保
〈企業の生の声〉
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＜設備工事業＞ 仕事量に波があるために人

員不足と思われる時もあるが、基本的には世

代ギャップが起こらない程度に定期的に雇用

する。

＜建設業＞ 経営状況に関わらず人材の確保

を継続して進めなければ、企業存続及び社会

的責任を果たせないため、今後も新規採用に

ついては前向きに対応していく計画だ。

＜建設業＞ 道内建設業は人材不足で、下請

け業者も減っている。今後のために正社員を

増やして体制を整えている。

＜板金工事業＞ 新規採用は、初任給を考え

て実家より勤務できることを頭に置き選考す

る。

＜建設業＞ 建設業は補正予算の成立など良

い話が多いが、２～３年先には今ほどの公共

投資があるか否か分からない。現在は人材不

足かもしれないが、先を見据えれば安易に増

員することはできない。

＜建材卸売業＞ 新卒者採用を数年中止して

いるため２０代の社員がいなくなり、年齢構成

が歪になっている。現在は効率が良いもの

の、将来的には大問題となるので採用を行い

たいが、その余裕が無い。

＜鋼材卸売業＞ 新規採用は、年齢構成の適

正化や営業力強化の観点から定期的に実施す

る方針だが、人件費の適正水準の維持も必要

で両面から検討する。また、即戦力の人材確

保のために、中途採用も常に念頭に置いてい

る。

＜事務用品卸売業＞ 労働法制の改正など雇

用状況の変化は、今後の経営に大きな影響を

与える可能性があり、企業としての対応、準

備を進める必要性を強く感じる。

＜食材卸売業＞ 生産年齢人口の減少が見込

まれる中で、女性社員の役割の重要性が高ま

ると考えているが、結婚・退職が依然として

多く、託児所等のインフラ整備が不可欠と感

じる。

＜住宅設備機器販売業＞ 昨年度は２名の新

規採用を行ったが、一人前の仕事をしてもら

うにはまだ時間がかかるため、今年度は経験

者の中途採用を予定している。

＜玩具卸売業＞ 継続雇用制度の義務化によ

り退職者が減っており人員過多となるため、

新卒採用は見合わせているのが現状だ。

＜食品スーパー＞ パート従業員が主力だ

が、最低賃金の見直しにより人件費負担が重

くなりつつある。仕入価格の上昇もあり、今

後収益は悪化すると思われる。

＜食品雑貨店＞ 以前は新卒者の採用を毎年

行ってきたが、ここ数年は準社員または契約

社員で採用し、適性を見ながら正社員へ登用

する形を取っている。

＜食品小売業＞ 道内は就職先が少ないた

め、全国の同業他社と比較し優秀な学生を採

用可能で、企業規模で劣っていたとしても、

人材の力で十分に対抗できる。

経営のポイント

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号
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＜コンビニエンスストア＞ 卒業によるアル

バイトの入替時期のため新たな教育が必要。

のれん分け出来るような社員の募集と育成を

行う。今後の社会保険料負担や、パート時給

の上昇に固定費が耐えられるか不安がある。

＜ガソリンスタンド＞ 継続的に新規採用を

行って、若手社員と中堅社員層の強化を図

る。

＜メガネ店＞ 就職難のせいか、志望者が多

い傾向にある。徐々に店舗網を拡大するため

採用は定期的に行いたい。

＜運輸業＞ 大型トラックが主体となるた

め、大型免許資格を取得した経験者を採用し

ている。事務職員は充足しており、新卒採用

の予定はない。

＜都市ホテル＞ 様々な職種と部門があるた

め人員不足の部署が偏り、なかなか解消でき

ない。

＜観光ホテル＞ 優秀な人材確保のために人

選はシビアに行い、余分に採用しない方針で

ある。

＜自動車整備業＞ 平成２５年度も２名採用予

定だが、現在は就職希望者がいない。整備士

等の有資格者が地方都市には絶対的に不足し

ており、官民一体となった努力も必要と思

う。

＜建設コンサルタント＞ 技術力や経験を有

する人材が必要であり、中途採用が主となっ

ている。将来の年齢構成適正化と技術承継を

図るため、今後は人員増の見通しである。

＜観光施設＞ ６５歳までの雇用継続義務化に

より、新規採用を考えると、企業の負担が大

きい。時間をかけて少数精鋭の組織を構築す

る必要がある。

＜ソフトウェア開発＞ 積極的に新規採用、

中途採用をする。現状の人員については、転

職等を防ぐため、報酬の増額を考えなくては

ならない。

＜建設機械器具リース＞ 免許を保有する経

験者を中途採用してきたが、従業員の高齢化

や年齢構成のばらつきが目立ってきており、

将来的な視点から新卒者を採用し育てていく

雇用形態に変えたい。

＜廃棄物処理業＞ 定年後の再雇用制度をほ

ぼ全員が希望していることから、従業員の高

齢化が進んでいる。今後、世代交代をいかに

進めるかが課題である。

＜倉庫業＞ 従業員の高齢化に伴う労働力の

低下を３年連続の新規雇用で補ってきたが、

業績向上には直接結びつかず、今後の新規雇

用は静観せざるを得ない。

経営のポイント
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

今冬の電力供給は、幸いにも計画停電回避緊急調整プログラムの発動につながるような深刻な

電力供給不足が起こらなかったため、産業全体への影響は軽微だった。

しかし、火力発電所や水力発電所の発電設備、連系する送電線、北本連系設備等において計画

外停止などの不測の事態が重なった場合には、深刻な電力供給不足になり、企業活動や道民生活

に大きな影響が出る可能性もあった。また、多くの火力発電所を連続運転させている現状を考慮

すると、今後もその可能性は否定できない。

このことは、企業も十分認識しており、実際、今回の調査からも「今冬の電力需給は、幸い火

力発電所が停止しなかっただけで、『乗り切った』との認識はない。」（電子部品製造業、百貨

店）、「電力が足りているとの認識は誤りで、大口需要家の節電努力によって需給バランスは保た

れている。」（鋳物製品製造業）との声も聞かれた。企業は、特に大口需要家を中心に現状の不安

定な電力の需給状況を厳しく受け止めて節電に努めたとみられ、決して現状を楽観視はしていな

いことが明らかになった。

調査結果の内容は以下のとおりである。

■調査内容
�．企業経営への影響調査
１．アンケート調査

①調査対象 道内の事業所４，００３か所を対象としたアンケート調査

②調査方法 調査票を送付し、郵送により回収

③回答社数 １，０８７社 （回答率 ２７．２％）

④実施時期 平成２５年２月

⑤調査項目 �．節電の取組状況 �．経常利益への影響
�．具体的な節電対策 �．その他の影響
�．節電目標の達成見込み �．計画停電回避緊急調整プログラムについて
�．生産額・売上高への影響 	．計画停電について

．経費・設備投資等支出への影響 �．今後の対応

特別調査

節電が企業経営及び
道内経済に与える影響
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特別調査

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

２．ヒアリング調査

①調査対象 以下の業種の大口需要家（契約電力５００kW以上）１０社を対象に実施

飲料製造業、冷凍食品製造業、菓子製造業、鋳物製品製造業、建築鉄骨加

工、精密機械部品製造業、電子部品製造業、新聞印刷業、百貨店、総合スー

パー

②調査方法 訪問聞き取り調査

③実施時期 平成２５年３月

�．電力供給不足等の影響が道内経済に及ぼすマイナスの経済効果の推計
電力供給不足等の影響が道内経済に及ぼすマイナスの経済効果について、産業連関分析に

より推計した。

① 節電への取組

今冬の節電要請を受け、８割以上の事業者が節電に取り組んだ。その取組内容は、「照明の間

引き点灯やこまめな消灯」、「空調機器の時間制限・温度設定の変更」、「OA機器のこまめな電源

オフ」などが中心で、生産に直接係わる部門や顧客に影響が及ぶところでの節電は難しいことが

わかった。

② 事業への影響

今冬の電力需給対策として、平成２２年度比でマイナス７％以上という数値目標付の節電要請に

加え、大規模な電源脱落等による需給逼迫時に備え、計画停電回避緊急調整プログラムや緊急節

電要請スキームなどの対策メニューが準備されたものの、いずれも発動されなかった。

こうしたことから、今回の調査においても、生産額や売上面、支出面、利益面について、大半

の企業が「ほぼ影響なし」と回答しており、生産活動等に対する影響は少なかったとみられる。

業種別では、製造業において、生産額の減少や支出の増加など影響があったとする割合が、他

の産業より高くなっており、中には、週当たりの稼働日数を一日減らし、その分を一日の稼働時

間を延長させて対応したことで、深夜労働増加による人員のやりくりや、平日稼働が週３日だけ

のため、事務所や営業（顧客）との連携に苦慮している企業もあった。
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

③ 計画停電や計画停電回避緊急調整プログラムが発動された場合の影響

「計画停電回避緊急調整プログラム」については、実際にプログラムが発動された場合の対応

が難しいとして、過半数の事業所が契約していない。

契約している企業からも、「電気炉を使用していて、材料投入から完成までほぼ１日かかり、

炉を停止する場合は、１日以上前に材料投入を止める必要がある。再開する場合もすぐには炉が

暖まらず、本格稼働には１日程度要する。緊急調整プログラムに契約しているものの、２時間前

の通知で電力使用を抑制せざるを得なくなった場合の被害は甚大。」という声があるなど、製造

業を中心に緊急調整プログラムが発動された場合の影響は大きい。

計画停電は、「影響が大きいので実施は避けてほしい。」との回答は３割強であるものの、製造

業や大口需要家においては、その割合は半数を超える。

特に、製造工程上の関係や多くの冷凍設備を保有する企業など常時多くの電力を使用する企業

では、「事前に計画停電の連絡があっても対応は難しく、平成２３年の本州での計画停電の際に

は、該当エリアにある当社の工場は、実質的には稼働できなかった。」、「生産量や納期に大きく

影響する。」という声があるなど、計画停電への対応の難しさを指摘している。

④ 今後の対応・電力供給に対する意見等

今後も電力供給の不安定な状態が続いた場合の対応については、自家発電機や省エネ設備の導

入など、設備投資を検討するとの回答が多かった。

一方、アンケート調査からは少数ではあるが、「事業活動の縮小・休止」（５．９％）、「生産・営業

の道外シフト」（１．３％）、「道外への移転」（０．３％）との回答もある。特に製造業では、「事業活動

の縮小・休止」（１３．６％）、「生産・営業を道外シフト」（２．９％）、「道外への移転」（０．８％）とその割

合が高くなり、重複回答を除くと、製造業の１６．３％が今後の対応として企業移転等に伴う道内で

の生産活動縮小の可能性があることを示している。この数値は、道内製造業企業数６，９７８社（平

成２１年経済センサス）を母数とした場合、１，１３７社に相当するものであり、これらが道外移転や

生産縮小・休止といった事態になった場合、その影響は非常に大きいものとなる。

ヒアリング調査からも、本州に本社や親会社のある工場では、電力の安定供給がされない場

合、道外、海外への生産シフトを懸念する声が、また、それらと取引する道内企業からは、受注

先が撤退すると死活問題になるといった声が聞かれ、電力供給の不安定な状態に対し、事業活動

を行っていくうえで非常に厳しく受け止めていることが窺える。

また多くの企業から、電気料金が値上げされた場合、「ガスなど他のエネルギー転換も検討す

るが、良い方法はなかなかないだろう。」（冷凍食品製造業）、「ほとんどの原材料に波及し、影響

は大きい。」（菓子製造業）、「電力使用量の多い当社にとって影響は大きい。」（鋳物製品製造業）、

「価格への転嫁は難しい。」（建築鉄骨加工）など、電力料金の値上げによる経営への影響を懸念

する声が聞かれた。
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― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

⑤ 道内経済への影響

ア）計画停電回避緊急調整プログラムの発動や計画外停電の発生などにより、製造業の生産額が

減少すると仮定した場合の道内経済への影響

�）製造業の生産額が３％減少すると仮定した場合
道内産業全体の生産額 ▲ ６３９億円

付加価値額 ▲ ２６９億円

就業機会の減少 ３，６３１人に相当

�）製造業の生産額が５％減少すると仮定した場合
道内産業全体の生産額 ▲１，０６５億円

付加価値額 ▲ ４４８億円

就業機会の減少 ６，０５１人に相当

�）製造業の生産額が１０％減少すると仮定した場合
道内産業全体の生産額 ▲２，１２９億円

付加価値額 ▲ ８９５億円

就業機会の減少 １２，１０３人に相当

イ）今後、不安定な電力供給が続いた場合に懸念される道内経済への影響

（企業移転等に伴う生産活動縮小の可能性とそれがもたらすマイナスの経済効果）

�）アンケート結果から、今後も電力供給の不安定な状態が続いた場合において、製造業の
１６．３％が生産活動を休止・移転する可能性があることから、同水準で生産額も減少する

と仮定した場合

道内産業全体の生産額 ▲３，４６４億円

付加価値額 ▲１，４５７億円

就業機会の減少 １９，６９１人に相当
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

⑥ まとめ

節電は、電気使用量の削減によるコストの低減につながるだけでなく、化石燃料を燃料とする

火力発電所では、二酸化炭素の排出量を低減でき、地球温暖化の抑制につながることから、有意

義なことではある。

しかし、昨夏の計画停電以前から節電に取り組んできたので、これ以上の節電には限界がある

との声もあった。

また、実際に計画停電や計画停電回避緊急調整プログラムが発動された場合には、製造業を中

心に様々な点で大きな影響が生じることが、明らかとなった。

電力の供給力確保のため多くの火力発電所を連続運転させている現状を考慮すると、火力発電

設備の計画外停止など不測の事態が重なった場合には厳しい需給状況となる可能性がある。

こうした状況が道内経済へ与える影響は大きく、企業進出や設備投資の減退、企業の道外移転

による生産拠点の流出、企業倒産の増加、それに伴う経済成長率の低下などにつながりかねな

い。

道内企業が安定的・継続的な事業活動を行っていくうえでは、電力の安定供給は極めて重要で

あり、それに向けて関係機関の取り組みに期待したい。
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― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

《資料》

＜アンケート調査結果のポイント＞

◆節電の取組状況および目標達成見込み

８割以上の事業者がこの冬の節電に取り組んだ。目標（７％以上）を達成する見込みの事業

者は、全体で１４．８％にとどまったが、大口需要家（契約電力５００kW以上）においては２７．５％と

比較的多かった。

◆生産額・売上高への影響

８割以上の事業者が「ほぼ影響なし」と回答しており、影響は少なかった。業種別では、製

造業において「減少」の割合が全体の２倍以上となるなど、異なる傾向もみられた。

生産額・売上高の減少要因としては、稼働時間や稼働日数の縮減をあげる事業所が最も多

かった（４４．８％）。

◆経費・設備投資等支出への影響

約７割の事業者が「ほぼ影響なし」と回答しており、総じて影響は少なかった。７．４％の事

業者は「増加」と回答し、そのうち要因として最も多いものは設備投資関連であった

（７１．９％）。

◆利益・その他への影響

８割以上は「ほぼ影響なし」と回答しており、全体として影響は少なかった。製造業におい

ては、「減少」の割合が全体での割合の２倍以上となった。

◆計画停電回避緊急調整プログラムについて

「計画停電回避緊急調整プログラム」については、実際にプログラムが発動された場合の対

応が難しいとして、過半数の事業所が契約していない。

◆計画停電について

計画停電の実施は避けてほしいとの回答は３割強であるものの、製造業や大口需要家におい

ては、その割合は半数を超える。業種や電力使用量によっては、計画停電実施の影響がより大

きいことが窺われる。

◆今後の対応

自家発電機や省エネ設備の導入など、設備投資を検討するとの回答が多かった。

約２割以上の事業者は、コスト削減に取組むと回答した。これは支出が増加している事業者

（１割弱）を上回るものであり、今後の電気料金など経費の増大を懸念したものと考えられ

る。

少数ではあるが、「事業活動そのものの縮小・休止」（５．９％）、「生産・営業の一部を道外にシ

フト」（１．３％）、「事業所ごとの道外への移転を検討」（０．３％）との回答もある。これを製造業だ

けで見ると、「事業活動そのものの縮小・休止」（１３．６％）、「生産・営業の一部を道外にシフ

ト」（２．９％）、「事業所ごとの道外への移転を検討」（０．８％）と割合は高くなり、企業の移転を含

む生産の縮小につながりかねないことを示唆している。
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― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

業種 回答内容

飲料製造業
・付帯設備の運転時間変更や空調、照明など製造工程以外で可能な範囲で節電に努め
た。

冷凍食品製造業 ・使用していなかった自家発電機を稼働させ購入電力量を削減。

菓子製造業
・電力ピークシフトの為、チョコレートを溶かす工程を夜間（２１：００～６：００）に変
更。

鋳物製品製造業
・電力ピークシフトのため、週５日稼働から週４日（日～水）に短縮。日数を減らし
た分、一日の稼働時間を延長（７：００～２４：００）。

精密機械部品製造業
・インバーター式蛍光灯への切り替えや空調の調整、スマートメーターの導入など間
接部門での節電に取り組んだ。

電子部品製造業
・照明や空調などできる範囲での節電には取組んでいるが、生産工程での電力使用が
圧倒的に大きく、効果は少ない。

新聞中心の印刷業 ・業務の性質上、操業時間のシフトや短縮はできない。

総合スーパー
・電力ピークシフトの為、グループ全体で開店時間の繰上げを行った（従来９：００開
店→８：００開店）ほか、LED照明への切り替えを実施。

食料品製造業
・チルド食品を扱っているため、冷蔵庫等は安易に設定を変更できない。休憩所や事
務所等での節電で対応しており、従業員には苦労を掛けている。

鉄鋼製造業
・夏は繁忙期で、工場そのものがフル稼働するため節電は厳しい状況。小まめな消灯
など小さな節電を行い、将来的には照明を省エネのものにするなどを検討中。

建設業・設備工事業
・昨夏の計画停電が実施される前から、当社では節電に取り組んできた。これ以上の
節電は厳しい状態だ。特に今年の冬は寒く、２０１０年度より７％の削減は難しいと思
われる。

運輸業
・環境マネジメントを導入するなど、出来ることはやっているので、大幅な節電は限
界がある。

業種 回答内容

飲料製造業 ・新たに自家発電機を導入。稼働せずに済んだが、減価償却費は増加。

鋳物製品製造業
・深夜労働が増加したため、人員のやりくりに窮している。
・現行での生産量が限界となり、受注が増加しても増産は困難。
・平日稼働が週３日だけとなったため、事務所や営業（顧客）との連携でも苦慮。

総合スーパー ・お客様から「館内が寒い」といった苦情があった。

＜企業の声＞
アンケート調査の自由回答やヒアリング調査の主な回答内容

① 取組状況に関して

② この冬の節電による事業への影響
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― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

業種 回答内容

飲料製造業

・製造工程では、「もろみ」を煮る工程の途中で電力供給が停止すると半製品が固ま
り、非常に困る。生産停止だけでなく、設備の故障の原因になる。電力使用抑制の
連絡が２時間前では対応できない。

・事前に計画停電の連絡があっても対応は難しく、平成２３年の本州での計画停電の際
には、該当エリアにある当社の工場は、実質的には稼働できなかった。

冷凍食品製造業 ・電力使用抑制の連絡が２時間前では、材料の加熱、加工、冷凍までの一連の処理が
終わらず、大量の廃棄がでる。

菓子製造業 ・菓子製造には２時間以上要する。電力使用抑制により途中で生産停止となれば大量
に廃棄しなければならず、２時間前の通知では対応できない。

鋳物製品製造業 ・計画停電等が短期間であれば対応可能であるものの、長期間にわたるなら、生産量
や納期に大きく影響する。

建築鉄骨加工
・溶接加工を行っており、電力が安定していないと品質に影響する。
・計画停電など事前にわかれば、稼働時間を夜間へシフトするなどで対応せざるを得
ないが、限界がある。

輸送用機械器具製造業
・緊急プログラムが発動された場合、生産への影響は大きく、頻発した場合または長
時間となると車両工場にも波及する。結果として、北海道（または国内）での生産
の信頼性が低下し、道外（または海外）へ生産はシフトする懸念がある。

電気機械器具製造業 ・これ以上の電力不足となれば生産拠点を変えなければならない。新たな製品の製造
ラインの新設を躊躇せざるを得ないなど投資ができない。

精密機械部品製造業

・生産部門では、室温が上昇すると製品の精度が低下するため、夏場の空調は２２℃～
２５℃に設定。工場内照明の節電は、品質管理上難しい。
・もし工場が停止した場合、製造、加工機械が多いため（１，０００台以上）、生産再開に
は半日程度かかり、たとえ短時間でも停電の影響は大きい。

電子部品製造業

・連続式焼成炉（常時通電）を使用。材料投入から完成までほぼ１日かかり、炉を停
止する場合は、１日以上前に材料投入を止める必要がある。再開する場合もすぐに
は炉が暖まらず、本格稼働には１日程度要する。

・「緊急調整プログラム」には同意、契約しているものの、２時間前の通知で電力使
用を抑制せざるを得なくなった場合の被害は甚大。

・仮に、１日工場の稼働が止まれば、約１億円の売上減少。

新聞中心の印刷業

・紙、インクの品質保持のため、空調は厳格な管理が必要。コンプレッサーの冷却ポ
ンプ（主要なものは３台）などの使用電力が大きい。業務の性質上、照明も重要
（自然光に近い必要がある）。

・「計画停電回避緊急調整プログラム」の契約は困難であり、停電も回避してほしい。

卸売業
・当社には大型、小型を含めて多くの冷凍機を使用している。停電となればそれらの
使用ができなくなり、保管している商品等が解凍する危険性があるため、実施は避
けてほしい。

卸売業
・計画停電が実施された場合、電話・FAX・コンピュータが使用できなくなるため、
かなり影響が出る。また当社の場合本社一括サーバーなので、営業所においては本
社の停電時にも使用できない。

百貨店 ・自家発電機や予備電力のない同業他社は、電力逼迫時には閉店せざるを得ない。

総合スーパー
・商品の品質に影響する冷凍ケースの電力確保は重要。
・電力使用抑制の連絡が２時間前では、主力商品である食料品を大量に廃棄しなけれ
ばならず、対応できない。

宿泊業
・ホテルの運営上、停電による施設のダメージが大きすぎるため、計画停電は避けて
ほしい。暴風雪により１１月２７日から４日間、登別地区で停電し、水、お湯、温泉、
暖房、配管凍結、浄化槽、飲料水の確保など、かなり大変な状況になった。

③ 計画停電や計画停電回避緊急調整プログラムが発動された場合の影響
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業種 回答内容

飲料製造業
・計画停電が実施された場合、自家発電機を稼働すれば電力は賄える。ただし燃料費
に係るコストの増加はまぬがれない。

冷凍食品製造業
・今後の電気料金の値上げを懸念。値上げされればガスなど他のエネルギー転換も検
討するが、良い方法はなかなかないだろう。

菓子製造業

・食品のため、電力逼迫時に備え前倒しで生産し在庫を多めに持つことは、簡単では
ない。

・昨夏計画停電の際に、一時的に自家発電機をレンタルしたが、機材が品薄で配線等
も含め大きなコスト増になった。

・電気料金が値上げされれば、ほとんどの原材料に波及し、影響は大きい。

食料品製造業
・自社製品を製造している工場なら生産を縮小しても協力したいが、当工場は１００％
OEM生産であるため、取引先への納期の遅れは会社の存続問題となる。電力供給
量を増やす迅速な取り組みを、北電に強く要望する。

鋳物製品製造業

・電気料金の引き上げは、電力使用量の多い当社にとって影響は大きい。
・電力供給不足を理由とした受注先の撤退も懸念。もうしそうなれば事業継続は不可
能。

・電力が足りているとの認識は誤りで、大口需要家の節電努力によって需給バランス
は保たれている。

・このままの状態が続き、更に値上げとなれば、当社にとっては死活問題である。

建築鉄骨加工業 ・電気料金が値上げされた場合、価格への転嫁は難しい。

精密機械部品製造業
・工場はフル稼働しており、稼働時間の変更や短縮の余地はない。生産量等に影響す
れば、納入先である親会社およびグループ全体に影響が及ぶ。

電子部品製造業

・今夏は供給先で新製品発売が計画されており、生産回復に伴い、電力使用量は増え
る見通し。

・今冬の電力需給は、幸い火力発電所が停止しなかっただけで、「乗り切った」との
認識はない。

・本社から見れば、自家発電機の導入など電力不足を理由に北海道の工場だけに多額
の投資はしない。電力不足なら、海外や国内他地域への移転を言い出しかねない。

・電力が安定供給されることを前提に生産活動を行っており、昨秋は、本社幹部から
も電力の安定供給確保について北電に対し要請している。

運輸業

・冷凍品の荷物の場合、冷凍トラックに積み置きし、外部電源を用いて冷凍保管して
いるが、今後も電力不足が続いた場合、そのような対応が出来なくなり、エンジン
を掛けて冷凍保管することになり、その分の人件費もガソリンもかかり、会社を続
けることが難しくなる。

運輸業
・航空業界にとっては、電力不足は非常に影響が大きいため、安定した供給を切望す
る。

百貨店
・今冬は、幸い火力発電所が停止しなかっただけで、電力が足りているとの認識はな
い。

総合スーパー
・計画停電は事前にわかるとは言え、最終決定が前日であるため、対応に苦慮するこ
とに変わりはない。

・節電や節約ばかりでは道内経済が停滞するのではないか。

④ 電力供給に対する意見等
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大連の北海道料理店の現状

大連市への進出日系企業は約１，２００社と多く、日本料理店は約３００店あると言われています。現地中国

人の日本料理に対するイメージは「脂分が少なく、料理のボリュームも適当でヘルシー。しかもおいし

い。」と評判で、非常に人気があります。

しかし、大連には「北海道」と銘打つ日本料理店は１軒も無く、ジンギスカンや味噌ラーメンなど北

海道ならではのメニューを扱う店は数えるほどしかない、というのが現状です。私は今年４月に大連に

赴任しましたが、すでに北海道の味が恋しくなっています。

北京で本場北海道の味

そんな中、出張先の北京で本場北海道の味に出合いました。北海道料理店「旬鮮（しゅんせん）」と

焼肉店「松岡」の２店です。

「旬鮮」は、函館出身のご主人と北京出身の奥様２人で経営する居酒屋です。看板には「きたのだい

ち 日本北海道の味」と掲げており、ザンギ、鮭ちゃんちゃん焼きなど、北海道ならではの料理が数多

くありますが、中でもスープカレーは人気のメニューです。

「松岡」は、道内調味料製造メーカーが北京に出店した焼肉店です。各種焼肉に加え、ジンギスカン

も食べられます。目玉は当社のタレを使った北海道豚丼で、今年３月より日本航空（JAL）成田・羽田

－北京便のビジネスクラスの機内食に採用されています。

北海道料理の人気

４月２５日に北京で開催された「木寺昌人・新中国大使の着任レセプション」では、北海道からこの２

店が出店し、当行も両ブースのサポートを行いました。「旬鮮」はスープカレー、「松岡」は北海道豚丼

とそれぞれ人気メニューを提供しましたが、両店が用意した各３００食はすべて無くなるほどの人気でし

た。多くの中国人参加者にも、「ハオチー（おいしい）」と大評判でした。

木寺大使は日本各地のブースを回られましたが、北海道ブースでは自ら試食され、「大使は北海道出

身なのか？」とプレスから質問が出るほど、お気に召されたようです。

日本料理店出店のヒント

中国では食品に対しさまざまな輸入規制がありますが、北京の両店で

は中国現地の食材を上手く使って、北海道の本場の味を再現していま

す。また、大連市内にある佐賀県の飲食チェーン「有明」では、博多が

め煮、長崎鳥南蛮など、九州各地の名物料理を提供していますが、やは

り食材の多くは現地で調達しています。

食材を日本から輸入すれば当然コストが高くなります。料理店をビジ

ネスとして成功させるには、食材は現地調達であっても、北海道の「本

場の味とメニュー」を売りにした「北海道料理店」が中国人の心をつか

むかもしれません。大連においても、道内各地の名物料理が一度に味わ

えるお店の出店を期待しています。

アジアニュース

中国・大連における「北海道料理」の可能性

北京の北海道料理店
「旬鮮」の店舗

北洋銀行大連駐在員事務所 副所長

天野 吉隆
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「札幌らあめん美春」（シンガポール）

日本全国のラーメン店がシンガポール、タイ、香港、台湾を始めとしたアジア各国に進出しており、
今後もアセアン方面を中心にラーメン市場は拡大していくものと思われます。
今回は、各地のラーメン事情をご紹介します。

【上海】
上海には日本各地のラーメン店が数多く進出していますが、５店

舗以上チェーン展開している例はありません。「一風堂」（本社：福
岡県）は上海に１店舗あり、１杯約６７０円。陸家嘴金融街にあり、
平日の昼はオフィスワーカーで混雑しています。「味の時計台」（本
社：札幌市）は２店舗あり、１杯約４８０円から。ホタテラーメン
（約１，２８０円）等の高額メニューが人気です。
博多、和歌山、喜多方、つけ麺等、様々なラーメン店が存在しま

すが、大多数は博多とんこつラーメンです。上海の人たちにとって
「日本のラーメン＝博多とんこつラーメン」という図式ができつつ
あり、これ以外のラーメンは日本人向けと言えるでしょう。サイド
メニューの中華料理を充実させているラーメン店も見られ、現地の
ファン層を広げています。

【大連】
大連には在住日本人が多いので、多くのラーメン店が進出していると思われるでしょう。しかし、

「味の蔵」（本社：広島県）と「八番ラーメン」（本社：石川県）の２チェーン程度しかありません。「味の
蔵」は大連を中心に展開し、市内に５店舗。１杯約４５０円。「八番ラーメン」は３店舗。１杯約３２０円で、
味噌、塩、醤油、とんこつの４味。中国人好みのぬるめで薄味のスープが多い中、「味の時計台」はFC
オーナーが日本人で、スープも濃く熱く、ちぢれ麺を使うなど札幌の本場の味にこだわっています。そ
の分、約７２０円と高めです。
中国でラーメン店を出店する際は、①日本人向けに味を忠実に再現する、②中国人向けに価格を抑

え、現地好みの味にする、③注文の際に顧客の味の好みを確認し、日本人・中国人両方に対応する、な
ど顧客ターゲットを定める必要があると思います。

【シンガポール】
シンガポールでは、１９９７年の「味千ラーメン」（本社：熊本県）の

進出を皮切りに、現在は３０以上のブランドが乱立しています。大き
な転換点は、２００４年に西山製麺（本社：札幌市）が本格的なラーメ
ン店「札幌らあめん美春」の開業に携わった事です。１杯約１，２００
円と安くありませんが、本場の味は多くのシンガポール人を魅了
し、「梅光軒」（本社：旭川市）や「山頭火」（本社：札幌市）を始め
全国のラーメン店が進出するきっかけとなりました。とんこつ系が
一番人気ですが、「美春」は本場の味噌ラーメンの味を守り続けて
おり、地元にもすっかり定着しています。
当地には、入居店が年間の売上を競い合う「ラーメンチャンピオ

ン」というフードコートがあります。昨年のトップは博多とんこつ
の店でした。日本のラーメンを食べ比べできることや、そのコンセ
プトがうけて、地元でも人気のスポットです。

【サハリン】
サハリンには、ラーメン店は進出していませんが、日本料理店でラーメンが供されています。現地の

好みに合わせて多少味を調整しているようですが、日本で食べるものと遜色ないように感じます。た
だ、商業施設のフードコートでは、日本人にとって「これはラーメンか？」と思うようなものも人気を
博しており、あまり細かい味の違いは意識されていないのかもしれません。また、すすって食べること
の苦手なロシア人のために、熱さは若干ぬるめです。価格は９００円～１，２００円程と高価です。熱々でなく
てもおいしく感じるような味付けをする、値段を割安にするなどの工夫を行えば、当地でも人気が出る
かもしれません。

アジアニュース

ラーメン店進出事情

行列のラーメン店（上海）
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４０６ ６３～１８７ ２４６ ２０４

牛乳 １リットル 現地産 １８５～４０４
３０

（２４３ml）
２４６

（８３０ml）
１５１～２３６

じゃがいも ０．５kg 現地産 １０３～２１４ ４７～９２
８６

（アメリカ産）
５０

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １５０ －
７９

（１個）
１９８

（エジプト産）

小麦粉 １kg １２５ ２２０ １９８ ９４

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９２ － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８７ ２８５ ３０２

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７６ ９８ １２７ ５１９

ミネラルウォーター ５５０ml ２０ １９ １２３ ６６～１００

コーラ ３３０ml コカコーラ ３１ ３９ ７９ １０７

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５４ ２５４ ３７３ －

タクシー初乗り ２２２ １２７ ２６９ ４７２～６３０

ガソリン １リットル レギュラー １１７ １１１ １７４ １０４

トイレットペーパー １０巻 日本製 ２０９ ４０４ ５２０
４３４

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製 １１７ １４１ ２５２ ２５８

洗濯洗剤 １kg 日本製 １９６ １８８ ２１７ ９８９

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １５８ １５８ ３１７ ３１５

電気料金 １kwh 住居用 ９ ７ ２１ １１

水道料金 １� 住居用 ２５ ４９ ９２ ８７

新聞 １部 一般紙 １５ １５ ７１ ５０

バス 市内均一区間 ３１ １５～３１ ７９～１６６ ４７

地下鉄 初乗り ４７ － ８７～１９０ －

携帯

機種 iPhone５１６G ８３，９７３ ８３，９７３ ７５，２７１ ９４，４６８

基本料金／月 ７３０ ９２１ ４，３０４ ７，８７５

通話料金／分 ３ ３ １１ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動 ８７３～２，２２３９５２～１，１１１ ９１３ ５３５～１，００８

現地価格調査（２０１３年５月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール内、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】
２０１３年４月３０日仲値 １中国元＝１５．８８円 １シンガポールドル＝７９．４０円 １ロシアルーブル＝３．１５円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

１７年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６
２４年度 p９０．７ △３．９ p９０．０ △３．４ p９６．２ △３．３ p９１．０ △２．６ p９１．９ △１．３ p９７．１ △４．７

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ １．３ １００．５ １．４ ９５．４ ０．８ ９０．４ ４．８ １０７．５ ５．９
４～６月 ９４．２ △２．５ ９３．４ △２．０ ９７．９ △２．６ ９５．２ △０．２ ９０．５ ０．１ １０７．５ ０．０
７～９月 ９１．１ △３．３ ８９．５ △４．２ ９６．７ △１．２ ９０．１ △５．４ ８８．６ △２．１ １０７．８ ０．３
１０～１２月 ８７．２ △４．３ ８７．８ △１．９ ９３．７ △３．１ ８８．２ △２．１ ８９．７ １．２ １０５．１ △２．５

２５年１～３月 p９１．０ ４．４ p８９．５ １．９ p９７．２ ３．７ p９１．０ ３．２ p８９．２ △０．６ p１０２．４ △２．６
２４年 ３月 ９６．６ ０．３ ９５．６ １．３ １００．８ １．１ ９５．８ ０．５ ９０．４ １．５ １０７．５ ４．３

４月 ９５．８ △０．８ ９５．４ △０．２ ９９．７ △１．１ ９６．４ ０．６ ９１．５ １．２ １０９．６ ２．０
５月 ９３．３ △２．６ ９２．２ △３．４ ９５．７ △４．０ ９５．１ △１．３ ９２．７ １．３ １０８．８ △０．７
６月 ９３．４ ０．１ ９２．６ ０．４ ９８．３ ２．７ ９４．２ △０．９ ９０．５ △２．４ １０７．５ △１．２
７月 ９４．１ ０．７ ９１．７ △１．０ １００．１ １．８ ９１．３ △３．１ ９１．１ ０．７ １１０．６ ２．９
８月 ９１．０ △３．３ ９０．２ △１．６ ９６．９ △３．２ ９１．５ ０．２ ９０．０ △１．２ １０８．８ △１．６
９月 ８８．３ △３．０ ８６．５ △４．１ ９３．０ △４．０ ８７．６ △４．３ ８８．６ △１．６ １０７．８ △０．９
１０月 ８７．１ △１．４ ８７．９ １．６ ９２．３ △０．８ ８７．５ △０．１ ９０．４ ２．０ １０７．７ △０．１
１１月 ８７．４ ０．３ ８６．７ △１．４ ９３．２ １．０ ８６．８ △０．８ ９０．５ ０．１ １０６．４ △１．２
１２月 ８７．２ △０．２ ８８．８ ２．４ ９５．６ ２．６ ９０．３ ４．０ ８９．７ △０．９ １０５．１ △１．２

２５年 １月 ８９．８ ３．０ ８９．１ ０．３ ９７．５ ２．０ ９０．０ △０．３ ９１．４ １．９ １０４．７ △０．４
２月 r ９２．３ ２．８ r ８９．６ ０．６ r ９７．１ △０．４ r ９１．３ １．４ r ９１．４ ０．０ １０２．６ △２．０
３月 p９０．９ △１．５ p８９．８ ０．２ p９７．１ ０．０ p９１．６ ０．３ p８９．２ △２．４ p１０２．４ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 p９４９，６５２ ０．１ １９５，５５１△０．７ p２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ p７３８，１０５ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年１～３月 ２２９，４０６ ０．２ ４８，０７４ ２．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ４．０ １７６，８７０ ０．５ ３１，７１４ １．４
４～６月 ２３０，４０１△０．１ ４７，１０１△０．７ ４８，８７１ △１．８ １５，５２９ △１．２ １８１，５３０ ０．４ ３１，５７２ △０．５
７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 p２３０，３７４ ０．４ ４７，７０９△０．８ p ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ p１７７，９６７ ０．６ ３１，２４５ △１．５
２４年 ３月 ７９，８５４ ０．４ １６，０３２ ６．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １３．９ ６１，３１７ △０．７ １０，３３７ ２．２

４月 ７７，６６１ ０．０ １５，６６４ ０．１ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ ０．７ ６１，１５１ ０．６ １０，４８０ △０．２
５月 ７７，０９６ ０．３ １５，７５５△０．１ １６，２１８ △１．６ ５，１２７ △２．０ ６０，８７９ ０．８ １０，６２８ ０．８
６月 ７５，６４４△０．６ １５，６８２△２．２ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △２．４ ５９，５００ △０．３ １０，４６４ △２．１
７月 ８０，４７２△２．３ １７，１２３△４．０ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △４．４ ６１，６４１ △２．０ １０，９１４ △３．８
８月 ７７，３７０ ０．２ １５，５６８△０．０ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △１．８ ６１，８８１ ０．４ １１，０２３ ０．７
９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△０．２ １５，５４５ △３．３ ４，６９３ △０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３△２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 r ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ r ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 p ８１，６３１ ２．２ １６，５９８ ３．５ p １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ p ６２，６６３ ２．２ １０，７１０ ３．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２０３／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2013.05.20 17.50.59  Page 26 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年１～３月 １１３，１７４ ４．６ ２２，０３３ ５．９ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
４～６月 １２０，９６９ ４．４ ２３，３３６ ５．８ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
２４年 ３月 ３８，９１０ ２．７ ７，７１５ ４．４ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４

４月 ３８，５５２ ７．３ ７，５９８ １０．３ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ ４．２ ７，９２０ ６．０ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ ２．０ ７，８１８ １．５ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ １．４ ８，６０４ １．０ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ １．９ ８，６７２ ３．１ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
２４年 ３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３

４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
２４年 ３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１

４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６５４ ８．７ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６６１ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８１５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５０３ ２．６ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
２４年 ３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ５．５ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８

４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３７９ ６．９ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６３ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６５ ５．５ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６１ ８．７ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８８９ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７５ １．７ ０．６１ ０．８１ ５．０ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２０ ４．２ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９０８ １．９ ０．６５ ０．８２ ５．０ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 p４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △２．１ p１，６９８，１３９ ３．８ p７２１，１３９ ３．４

２４年１～３月 ９３，３５６ ７．９ １６１，５９７ △１．６ ４６６，４５９ ２９．１ １７７，０６３ ９．９
４～６月 ９５，９３０ ３．７ １６４，４３６ ４．８ ３７３，００６ △０．０ １７８，１３９ ５．０
７～９月 ９１，６３２ △５．８ １５７，１４５ △８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２５年１～３月 p１１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ p５１０，３４２ ９．４ p１９１，３１６ ８．０
２４年 ３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３４ ５．９ １５６，７９３ ２７．２ ６２，８５２ １０．５

４月 ３８，７３６ １９．２ ５５，６４９ ７．９ １４９，１９５ １１．５ ６０，８３３ ８．０
５月 ２７，７０２ △２３．７ ５２，３６９ １０．０ １１９，１８０ △１４．３ ６１，４４８ ９．３
６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４１８ △２．３ １０４，６３１ ４．３ ５５，８５８ △２．２
７月 ３３，５９２ １０．４ ５３，１２２ △８．１ １１４，２６１ △５．０ ５８，４０８ ２．３
８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４４４ △５．８ １３９，９８４ ５．２ ５８，１２８ △５．２
９月 ２６，１２６ △２５．７ ５３，５７９ △１０．３ １２７，５７１ ６．３ ５９，２６１ ４．２
１０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △１．５
１１月 ３１，８０１ △１．３ ４９，８３２ △４．１ １３５，１５８ △７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ r １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１
２月 r ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △２．９ r １６１，８９０ ４．２ r ６０，６４５ １２．０
３月 p ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ p１６４，６４１ ５．０ p ６６，３５０ ５．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２４年 ３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７
５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９
６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年６月号
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●道内経済の動き 

●平成25年度道内企業の新規採用と雇用動向 

●節電が企業経営及び道内経済に与える影響 

●中国・大連における「北海道料理」の可能性 
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